
 貸　借　対　照　表 
（平成30年３⽉31⽇）

（単位　千円）

科　　　目 ⾦　額 科　　　目 ⾦　額

（資産の部） （負債の部）

 流動資産 42,375,159  流動負債 27,814,574

現⾦及び預⾦ 7,022,034 営業預り⾦ 3,568,818

売掛⾦ 158,802 買掛⾦ 829,405

販売⽤不動産 32,201,118 短期借⼊⾦ 20,165,765

仕掛販売⽤不動産 449,179 未払⾦ 955,995

開発⽤不動産 374,678 未払費用 874,884

前渡⾦ 91,560 未払法人税等 296,234

前払費用 107,946 前受⾦ 617,928

繰延税⾦資産 216,800 預り⾦ 65,779

営業出資⾦ 590,877 賞与引当⾦ 406,150

その他 1,166,787 役員賞与引当⾦ 25,976

貸倒引当⾦ △4,625 その他 7,635

 固定資産 3,460,738  固定負債 6,593,795

 　有形固定資産 972,769 繰延税⾦負債 82,300

建物 620,595 退職給付引当⾦ 1,313,923

構築物 8,110 役員退職慰労引当⾦ 56,273

機械及び装置 0 家賃保証引当⾦ 41,490

工具、器具及び備品 111,476 資産除去債務 208,137

土地 232,586 預り保証⾦ 1,996,928

 　無形固定資産 146,547 ⻑期営業預り⾦ 2,894,436

のれん 14,958 その他 306

商標権 850

ソフトウエア 87,476 負債合計 34,408,370

電話加入権 43,261 （純資産の部）

 　投資その他の資産 2,341,421  株主資本 11,427,528

投資有価証券 90 資本⾦ 1,413,000

出資⾦ 30 資本剰余⾦ 888,000

従業員に対する⻑期貸付⾦ 1,327 資本準備⾦ 888,000

破産更⽣債権等 7,086 利益剰余⾦ 9,126,528

⻑期前払費⽤ 7,713 利益準備⾦ 49,700

前払年⾦費⽤ 27,358 その他利益剰余⾦ 9,076,828

敷⾦保証⾦ 1,892,164 繰越利益剰余⾦ 9,076,828

その他 411,971

貸倒引当⾦ △6,321 純資産合計 11,427,528

資産合計 45,835,898 負債・純資産合計 45,835,898
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 損　益　計　算　書 

平成29年４⽉ １⽇から

平成30年３⽉31⽇まで

（単位　千円）

科　　　目 ⾦　　　額

営業収入 58,051,602

営業原価 48,967,876

売上総利益 9,083,725

販売費及び⼀般管理費 5,650,645

営業利益 3,433,080

営業外収益

受取利息 11,525

不動産取得税還付⾦ 42,135

その他 28,072 81,733

営業外費用

⽀払利息 146,258

その他 31,570 177,828

経常利益 3,336,985

特別損失

固定資産除却損 10,080 10,080

税引前当期純利益 3,326,905

法⼈税、住⺠税及び事業税 954,209

法人税等調整額 98,600 1,052,809

当期純利益 2,274,095
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 株主資本等変動計算書 

平成29年４⽉ １⽇から

平成30年３⽉31⽇まで

（単位　千円）

株主資本

資本剰余⾦ 利益剰余⾦

資本⾦

その他利益

剰余⾦

繰越利益

剰余⾦

当期首残高 1,413,000 888,000 888,000 49,700 6,802,733 6,852,433 9,153,433

当期変動額

当期純利益 2,274,095 2,274,095 2,274,095

当期変動額合計 - - - - 2,274,095 2,274,095 2,274,095

当期末残高 1,413,000 888,000 888,000 49,700 9,076,828 9,126,528 11,427,528

当期首残高 9,153,433

当期変動額

当期純利益 2,274,095

当期変動額合計 2,274,095

当期末残高 11,427,528

純資産合計

株主資本合計

資本準備⾦

資本剰余⾦

合計

利益準備⾦

利益剰余⾦

合計
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法

　なお、⾃社利⽤のソフトウエアについては、社内における利⽤可能期間（5年）に基づく定額法を採⽤しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐⽤年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 投資その他の資産（⻑期前払費⽤）

均等償却

4. 引当⾦の計上基準

(1) 貸倒引当⾦

(2) 賞与引当⾦

　従業員への賞与⽀給に充てるため、⽀給⾒込額基準⽅式により計上しております。

(3) 役員賞与引当⾦

　役員への賞与⽀給に充てるため、⽀給⾒込額基準⽅式により計上しております。

(4) 退職給付引当⾦

　退職給付引当⾦および退職給付費⽤の処理⽅法は以下のとおりであります。

① 退職給付⾒込額の期間帰属⽅法

② 数理計算上の差異及び過去勤務費⽤の費⽤処理⽅法

(5) 役員退職慰労引当⾦

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付⾒込額を当事業年度末までの期間に帰属させる⽅法については、給付算定式基

準によっております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発⽣時における従業員の平均残存勤務期間以内の5年による定額法により按分した

額をそれぞれ発⽣の翌事業年度から費⽤処理しております。

　過去勤務費⽤は、発⽣時に全額費⽤処理しております。

　売上債権、貸付⾦等の貸倒損失に備えるため、⼀般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能⾒込額を計上しております。

そ の 他 有 価 証 券

（時価のないもの） ……

　従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年⾦資産の⾒込額に基づき計上しております。

　ただし、建物（建物附属設備を除く。）ならびに平成28年４⽉１⽇以後に取得した建物附属設備および構築物については、

定額法を採用しております。

販売⽤不動産

仕掛販売⽤不動産

開発⽤不動産

……

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの⽅法により算定。）

　役員の退任時に⽀給される株価連動型報酬に備えるため、内規に基づく事業年度末要⽀給額を役員退職慰労引当⾦として

計上しております。

　当該報酬は、毎年⼀定数のポイントを付与し、役員退任時にポイントの合計に親会社である株式会社⼤京の株価を乗じて得た

額を⾦銭または同社株式にて⽀給するものであります。
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(6) 家賃保証引当⾦

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理⽅法

(2) 連結納税制度の適⽤

　連結納税制度を適⽤しております。

(3) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、5年間で均等償却しております。

貸借対照表に関する注記

1. 関係会社に対する⾦銭債権及び⾦銭債務

短期⾦銭債権 千円

短期⾦銭債務 千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 千円

3. 担保に供している資産

その他（投資その他の資産） 千円

上記以外に投資その他の資産その他400,000千円を営業保証供託⾦として差し⼊れております。

4. 保証債務

千円

損益計算書に関する注記

1. 関係会社との取引

営業取引

営業収入 千円

営業費用 千円

営業取引以外の取引高 千円

2. 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

営業原価 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発⾏済株式の数 千株

不動産オーナーとの⼀括借上賃貸借契約、家賃保証付管理委託契約において将来発⽣すると考えられる空室率の上昇に伴う

家賃保証費⽤の増加に備えるため、個別契約物件ごとの当事業年度の損失割合に基づき、契約残期間に対する空室損失⾒積

額を計算し計上しております。

3,100

620,500

顧客住宅ローンに関する抵当権

設定登記完了までの⾦融機関等

に対する連帯保証債務

　消費税等の会計処理は税抜⽅式によっております。なお、控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは投資その他の資

産「その他」に計上し（5年間均等償却）、その他は当事業年度の期間費⽤として処理しております。

365,850

20,357,858

952,606

966,367

620,848

42,422

157,687

14,760
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税効果会計に関する注記

繰延税⾦資産および繰延税⾦負債の発⽣の主な原因別の内訳

繰延税⾦資産

退職給付引当⾦ 千円

たな卸資産評価損 千円

賞与引当⾦ 千円

未払事業税 千円

資産除去債務 千円

家賃保証引当⾦ 千円

その他 千円

　繰延税⾦資産⼩計 千円

　評価性引当額 千円

　繰延税⾦資産合計 千円

繰延税⾦負債

負債調整勘定 千円

資産除去債務に対応する除去費用 千円

その他 千円

　繰延税⾦負債合計 千円

　繰延税⾦資産の純額 千円

239,879

△69,757

△25,831

△9,791

△105,379

135,079

63,731

12,704

42,069

845,430

△605,550

134,500

124,363

65,158

402,323
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⾦融商品に関する注記

1. ⾦融商品の状況に関する事項

2. ⾦融商品の時価等に関する事項

千円 千円 千円

現⾦及び預⾦

営業預り⾦

短期借⼊⾦

1.⾦融商品の時価の算定⽅法

資産

(1) 現⾦及び預⾦

　預⾦はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 営業預り⾦

　営業預り⾦は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 短期借⼊⾦

負債計

(1)

(1)

(2)

　平成30年3⽉31⽇における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）2参照）。

貸借対照表計上額 時価

資産計 7,022,034

－

3,568,818

20,165,765

23,734,584

－

－

　当社は、主に不動産買取再販事業を⾏うために必要な資⾦を親会社からの借⼊により調達しております。また、資⾦運⽤について

は、短期的な預⾦等に限定しております。

　営業預り⾦の⽀払期⽇は、決算⽇後１年以内であります。

　借⼊⾦は、主に不動産買取再販事業に係る資⾦調達であり、借⼊⾦の償還⽇は、決算⽇後１年以内であります。

　これらの営業債務および借⼊⾦は、流動性リスクを伴っておりますが、当社の資⾦繰計画を作成し適宜⾒直すことにより当該リスクを

管理しております。

　変動⾦利によるものであり、短期間で市場⾦利を反映し、また、当社の信⽤状態は実⾏後⼤きく異なっていないことから、

時価は帳簿価額にほぼ等しいため、当該帳簿価額によっております。

差額

7,022,034 －

（注）

－

7,022,034

23,734,584

3,568,818

20,165,765

7,022,034
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2.時価を把握することが極めて困難と認められる⾦融商品

匿名組合出資⾦*1 千円

非上場株式*2 千円

敷⾦保証⾦*3 千円

預り保証⾦*4 千円

⻑期営業預り⾦*5 千円

*1

*2

*3

*4

*5

3.⾦銭債権の決算⽇後の償還予定額

千円 千円 千円 千円

現⾦及び預⾦

関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

資⾦の借⼊については、利率は市場⾦利を勘案して合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

1. 1株当たり純資産額 円

2. 1株当たり当期純利益 円

774.22

154.07

（注）

2,894,436

5年超

10年以内

10年超1年以内

1年超

5年以内

区分

90

1,892,164

貸借対照表計上額

590,877

区分

匿名組合出資⾦については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開⽰の対象と

しておりません。

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としてお

りません。

賃貸物件において預託している敷⾦保証⾦は、市場価格がなく、かつ、⼊居から退去までの実質的な預託期間を算定

することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを⾒積ることが極めて困難と認められるため、時価開⽰の対象と

しておりません。

賃貸物件における賃借⼈から預託されている預り保証⾦は、市場価格がなく、かつ、賃借⼈の⼊居から退去までの実

質的な預託期間を算定することは困難であり、合理的なキャッシュ・フローを⾒積ることが極めて困難と認められるため、

時価開示の対象としておりません。

賃貸管理物件における賃貸⼈から預託されている⻑期営業預り⾦は、市場価格がなく、かつ、賃借⼈の⼊居から退去

までの実質的な預託期間を算定することは困難であり、合理的なキャッシュ・フローを⾒積ることが極めて困難と認められ

るため、時価開示の対象としておりません。

－

－

－

－計

7,022,034

7,022,034

－

－

20,165,765

取引の

内容

取引⾦額

（千円）

科目

期末残高

（千円）

－

資 ⾦ の

借 入

34,342,872

（注）

短 期

借 入 ⾦

親 会 社

資 ⾦ の

借 入

役 員 の

兼 任

被所有

直接

100％

不 動 産

開発事業

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表に記載の⾦額は、表⽰単位未満を切り捨てて表⽰

しております。ただし、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益は、表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰しております。

1,996,928

41,171,538

東 京 都

渋 谷 区

株式会社

大 京

142,872 －

利 息 の

支 払

種類

会社等の

名称

所在地

資本⾦⼜は

出資⾦

（千円）

事業の

内容

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関連当事

者との関

係
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